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カテゴリ形成における知覚メカニズムの研究 

 

櫻木 裕之 

 

概 要 

生活者から選ばれるブランドになることはマーケティングの目標である。その際、ブランドが市

場のどのカテゴリに所属するかは、その成否に一定の影響を与える。所属するカテゴリによって

競争環境が大きく異なるためだ。特に変革的イノベーションともいえる新たな価値次元を創造し

たブランドは、従来カテゴリに所属するより、新カテゴリを形成し、そこに所属する方が競争優

位性を確保できる。 

一方で先行研究によると、カテゴリとは生産者企業が独断で市場に形成できるものではなく、生

活者/メディア/流通といった市場参加者との対話によって形成される。とすると、この市場創造

のダイナミクスを生産者企業が意図する方向に働きかけることで理想的なカテゴリを形成する戦

略（カテゴリクリエーション）の知識体系は、競争優位な環境構築を目指す生産者企業のより正

しい判断へと導くだろう。 

そこで本研究では、カテゴリクリエーションの要件解明をテーマとする。これまで生産者企業の

活動自体に目を向けられている先行研究が多いが、本研究は生活者の新カテゴリ知覚メカニズム

に着眼する。新カテゴリ知覚に必要な 4 要素（カテゴリ理解/カテゴリ意向/ブランド選好性/ブラ

ンド代表性）と、それらに作用する価値次元の性質の 3 要素（知覚容易性/非代替性/社会浸透

性）と市場参加者の 5 要素（生産者企業/メディア/SNS/周囲の人/流通）、合計 12 要素で構成する

3 要素グループを設定。そして、消費財（ハイボール/チューハイ/クラフトビール）、耐久財（ス

ティック掃除機/ロボット掃除機/布団クリーナー）、デジタル財（フリマアプリ/ニュースアプリ/

レシピアプリ）の 3 つの財のジャンルからそれぞれ新たに形成された 3 カテゴリずつの合計 9 カ

テゴリを対象に、生活者サーベイを通じて取得した定量データを用いて回帰分析を行い、カテゴ

リ意識の 4 要素を醸成するには、どのような価値次元の認識を高めるべきか、またそれに作用す

る市場参加者は誰か、といった 3 要素グループの関係性を解明した。 

その結果、新カテゴリの知覚には価値次元の性質の 3 要素の認識を拡大する必要性と、その認識

拡大において市場参加者の役割を分担する必要性が明らかとなった。また他の市場参加者による

発信がないと醸成できないカテゴリ意識（クリティカルステップ）の存在も明らかになった。 

なお本研究では、生産者企業による発信が他の市場参加者による発信に与える影響を考慮できて

いない点が限界として挙げられる。そこで、その点を踏まえた上で、他の市場参加者による発信

の動機づけメカニズムを解明することを今後の課題としたい。 
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第 1 章．はじめに  

 

1.1.研究の背景  

 

1.1.1.イノベーションとカテゴリ形成 

「とりあえずビール」という宴席の最初にビールで乾杯するという常識は過去

のものになりつつある。ジョッキ同士をぶつけてカチンと鳴らし乾杯する、とい

う行為そのものは今も昔も変わらないが、平成以降はお酒の多様化が進み、ジョ

ッキの中身はハイボールという人が増えてきている。飲みやすく、そして（飲み

方にもよるが、）糖質もプリン体もほとんど含まれていないハイボールは、健康

志向が高まる現代社会において老若男女問わず幅広い層から支持を得ている。ジ

ョッキや缶でハイボールを飲むという従来とは異なる概念を持つ新カテゴリとし

て市場内に広く浸透しビールの需要を奪う存在にまで成長した。 

掃除機というと、以前は本体に車輪が付いていて、電源コードをコンセントに

挿し掃除をしながら本体を引っ張って移動させるキャニスター型が主流だった。

ところが近年では本体にバッテリーを搭載し、使用時に電源コードの取り回しの

制約から解放されたスティック型や、自走式の機能を持ち留守中に自動で掃除し

てくれることで掃除の効率性を高められるロボット型といった新カテゴリが形成

され、市場構造が大きく変化した。 

中古品売買というと、これまで公園などで行われるフリーマーケットやそれを

仲介する質屋などを含むリユース市場が想起されるが、近年ではアプリを介して

面識がない人同士が個人情報を共有することなく直接取引可能なプラットフォー

ムサービスを提供する CtoC（個人間取引）市場が急成長している。その代表とも

いえるカテゴリがフリマアプリである。スマホ一つでいつでもどこでも取引が完

結できる手軽さが個人間取引の利用者の急増につながり市場拡大と構造変化をも

たらした。 

これらは、いずれも新カテゴリ形成を伴うイノベーションの事例である。Aaker 

（2011）によると、イノベーションにはカテゴリ形成を伴うものとそうでないも

のがある（図 1）。スペックの改善やコストの削減のようなイノベーションの程度

が漸進的な場合は、価値次元の連続性が維持されているので新カテゴリ形成は伴

わない。一方で、技術/製品仕様の刷新や顧客体験/意味の創造のようなイノベー

ションの程度が変革的な場合は、価値次元の連続性は維持されていないので新カ

テゴリ形成を伴う。前述のハイボールやスティック型/ロボット型掃除機やフリ

マアプリは、いずれも新たな顧客体験/意味を創造しているため変革的イノベー

ションに該当すると考えられるが、現在では独立したカテゴリとして社会に広く

認知されている。 

 



 
4 

 

図 1：イノベーションの程度とカテゴリ形成（Aaker 2011 より引用し筆者加筆） 

 

1.1.2.カテゴリ形成の意義 

変革的イノベーションに該当するブランドがカテゴリ形成を伴うということ

は、それはすなわちマーケティングの必要性を意味する。生活者が新市場をどの

ような概念として知覚するかによってその成否が分かれるからだ。 

宮尾（2016）によると、カテゴリは生活者に対して評価の枠組みを与える。生

活者がブランドを評価する際に用いる属性は、そのブランドがどのカテゴリに所

属するかによって決まる。 

また、Moreau et al（2001）によると、あるブランドが複数のカテゴリに所属

している場合、生活者が最初に見たカテゴリがブランドに対する印象に支配的な

影響を与える。したがって変革的イノベーションに該当するブランドは、既に生

活者に既存の評価の枠組みとして刷り込まれている従来カテゴリよりも、創造し

た価値次元に則した新たな評価の枠組みを提供できる新カテゴリを形成し、そこ

に所属する方が市場内で優位に戦うことができる。 

すると今度は、カテゴリはどのように形成できるのか、という疑問が湧いてく

る。Rosa et al（1999）によると、カテゴリとは生産者企業が独断で市場に形成

できるものではなく、メディア/生活者/流通といった市場参加者との対話によっ

て形成される。したがって、変革的イノベーションに該当するブランドを開発し

た生産者企業は、市場参加者間での対話を通じて生活者に自社ブランドが選択さ

れるような評価の枠組みを持つ新カテゴリの知覚の実現がマーケティングの目標

となる。 

 

1.2.研究の目的 
本研究では、「変革的イノベーションに該当するブランドを開発した生産者企業

が市場内に競争優位な環境構築することを目的に、市場創造のダイナミクスを生

産者企業が意図する方向に働きかけることで、理想的なカテゴリを形成する戦

略」を「カテゴリクリエーション」と定義する。そして本研究では、カテゴリク

リエーションにおいて、自社ブランドが選択されるような評価の枠組みを持つ新

イノベーションの程度とカテゴリ形成

価値次元の
連続性

イノベーションの
程度

価値次元の連続性

漸進的
・スペックの改善
・コストの削減

価値次元の⾮連続性

変⾰的
・技術/製品仕様の刷新
・顧客体験/意味の創造

カテゴリ形成を伴うカテゴリ形成を伴わない
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カテゴリ知覚に資する知見発掘を目的とする。これまでカテゴリ形成に関する研

究は生産者企業の活動自体に目を向けられているものが多いが、本研究では生活

者における新カテゴリの知覚メカニズムに着眼する。そして、このメカニズムの

解明にあたり、「カテゴリ意識」「価値次元の性質」「市場参加者」で構成する 3

要素グループを設定する。 

「カテゴリ意識」はカテゴリクリエーションにおいて市場参加者との対話を通

じて生活者に醸成する必要がある新カテゴリに関する意識、「価値次元の性質」

は対話を通じて生活者に提供される新たに創造された価値次元に関する情報、

「市場参加者」は生活者に価値次元に関する情報提供が可能な市場内のステーク

ホルダーを指す。 

生活者は市場参加者から提供される価値次元に関する情報を通じてカテゴリ意

識を都度更新するという仮説に基づいて、新カテゴリの知覚メカニズムの解明す

ることを本研究の目的とする。ただし、本研究はカテゴリ意識の醸成に作用する

価値次元の性質/市場参加者の要因解明に焦点を充てており、対話プロセスその

ものについては研究の対象外とする。 

 

1.3.本論文の構成 
 本研究を進めるにあたり、まず第 2 章では、本研究に必要な「カテゴリ」「カ

テゴリ形成」「カテゴリ形成を活用した戦略」に関する先行研究の検討を行っ

た。第 3章では、先行研究の理論に基づいて、3 要素グループにおける各要素の

検討を行った。第 4 章では、これらの関係性に関する仮説検証を行う上で必要と

なる事例選定や生活者サーベイを含む検証方法の設計を行った。第 5 章では、設

計した内容に則して 3 要素グループ間の関係性に関する分析を行った。第 6 章で

は、分析結果をまとめ、カテゴリ形成の知覚メカニズムに関する考察を行った。

第 7 章では、実務への示唆/限界/今後の課題について整理した。 

 

第 2 章．先行研究の検討  

 

2.1.カテゴリの定義 

本研究では、新倉（2007）が提唱する分類学的なカテゴリ構造の定義に従って

検討を進める。新倉（2007）は、「分類学的なカテゴリ構造とは、対象がその構

造に組み込まれる際に重要となる『定義的特性(defining feature)』と呼ばれ

る、カテゴリ間の差異を明確化する特性を各対象は持ち合わせると仮定されるも

のである。そして対象がどのカテゴリに組み込まれていくかは、この定義的特性

に規定され、定義的特性によってカテゴリ間に明確な境界線が引かれ、そのカテ

ゴリ内のブランドは等しくこれらの特性を有すると仮定される」と定義してい

る。 

また、「分類学的なカテゴリ構造は大きく 3 つのレベルで階層化される。抽象化

レベルの高い順から上位レベル/基礎レベル/下位レベルの 3 つレベルとなる。一

般に最初に獲得されるのは基礎レベルのカテゴリであると考えられている。基礎
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レベルのカテゴリは、そのカテゴリ全体を反映した鮮明な心的イメージを持つ。

また、そのカテゴリ内のブランドを素早く認識でき、最も一般的に使用される名

称になりうる。この基礎レベルのカテゴリを獲得した後に、それぞれ上下の方向

にカテゴリが構造化されていく。上位レベルのカテゴリは、選択時に異質な選択

肢が考慮集合に含まれる可能性が生じる。一方で下位レベルのカテゴリは、特殊

化・具体化した特性を持つ」と定義している。 

 

2.2.カテゴリ形成の定義 

本研究では、Rosa et al（1999）、新倉（2007）、宮尾（2016）が、それぞれ提

唱するカテゴリ形成の定義に従って検討を進める。まず、Rosa et al（1999）

は、カテゴリ形成のメカニズムについて、「社会的認知の観点から、カテゴリと

は生活者と生産者企業の間で共有される社会的に構成された概念体系（知識構

造）で、生活者と生産者企業が市場で相互作用することを可能にする共有物であ

る。つまりカテゴリは、生活者や生産者企業が押し付けるものではなく、生活者

と生産者企業の相互作用のフィードバック効果から発展する」と定義している。 

そして、新倉（2007）は、「カテゴリとは、生活者や競合企業との相互作用の中

で形成される社会的な共有認識、社会的な間主観の世界で認識される対象として

位置づけられるものである。この間主観的な認識における市場は、マーケターの

戦略的意図、あるいは生活者の思いがけない恣意性、また競合企業との熾烈なマ

ーケティング競争などから創造されるものとなる」と定義している。 

さらに、宮尾（2016）は、「カテゴリとは生活者にとって代替可能な商品群を意

味する。その商品群は生産者企業にとっての細分化市場を意味する。そして生活

者はカテゴリを商品評価するための基盤として用いる。したがって、新カテゴリ

を形成することは、商品評価の枠組み（属性と基準）を創造することを意味す

る」と定義している。 

これらの先行研究から、カテゴリは市場参加者間の対話を通じてカテゴリに関

する概念体系が新しい表現に組み替えられることによって形成されるものであ

り、それと同時に新たな評価基準が創造される、と整理できる（図 2）。 

 

 
図 2：新カテゴリ形成後の市場 

（Rosa et al 1999、新倉 2007、宮尾 2016を参考に筆者作成） 
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2.3.カテゴリ形成を活用した戦略の先行研究 

 
2.3.1.ブランド・レレバンスモデル 

Aaker（2011）は、マーケティング研究の立場から、生活者に選ばれるブランド

になるためには 2 つの方法があると説明している。一つ目は、生活者に選ばれる

ブランドになる「ブランド選好モデル」である。生活者が検討する商品群の中か

ら選ばれるブランドになり、競争に打ち勝つことに集中する戦略である。ブラン

ド選好モデルの戦略は、図 1 記載のイノベーションの程度がスペックの改善やコ

ストの削減といった価値次元の連続性を維持した漸進的イノベーションの場合に

選択する戦略となる。Aaker（2011）は、現代社会では機能面において、どのブ

ランドも大差がなくなっているため、生活者に新たなブランドを試す動機がない

ことを理由に、ブランド選好モデルは非常に難しい局面を迎えていると主張して

いる。 

そしてもう一つの方法は、購入決定と使用経験に対する見方を変えるような新

カテゴリを形成する「ブランド・レレバンスモデル」である。生活者の価値観に

合った存在になるために、その価値観に連動する評価の枠組みを持つ新カテゴリ

を形成するという戦略である。カテゴリの評価の枠組みとブランドの特長の関連

性を高い状態にするという目的意識からレレバンスという言葉が用いられてい

る。ブランド・レレバンスモデルの戦略は、図 1 記載のイノベーションの程度が

技術/製品仕様の刷新や顧客体験/意味の創造といった非連続な価値次元を創造す

る変革的イノベーションの場合に選択する戦略となる。Aaker（2011）は、生活

者の価値観にうまく合う存在となり他社ブランドが検討されない状況に根ざした

カテゴリ形成は容易ではないが、その成果は非常に大きいと主張する。 

 

2.3.2.カテゴリクリエーションの目標とステップ 

カテゴリクリエーションにおける新カテゴリの知覚メカニズムの仮説構築に際

し、Aaker のブランド・レレバンスモデルをベースに検討した。結論からいう

と、新カテゴリの知覚について、2 つの目標と 4 つのステップを設定した。そし

てこれら 4 つのステップそれぞれに生活者に醸成する必要があるカテゴリ意識を

設定した（図 3）。 

 

図 3：カテゴリクリエーションの目標とステップ 

（Aaker 2011 より引用し筆者加筆） 

新カテゴリを形成し
従来カテゴリとの競争回避

カテゴリクリエーションの段階

新カテゴリ内における
⾃社ブランドの選択率向上

4.ブランド代表性
カテゴリを代表する
ブランドの存在

3.ブランド選好性
カテゴリ内のブランド
に対するこだわり

1.カテゴリ理解
カテゴリが持つ
特⻑理解

2.カテゴリ意向
カテゴリに対する
利⽤意向

⽬標

醸成する必要がある
カテゴリ意識
（ステップ）
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Aaker（2011）は、カテゴリクリエーション実現には「新カテゴリを形成し従来

カテゴリとの競争回避」「新カテゴリ内における自社ブランドの選択率向上」と

いう 2 つの目標の存在を示し、それぞれの目標達成のための課題（となるステッ

プ）を、生活者に醸成する必要があるカテゴリに関する意識の観点で整理してい

る。前者の目標に対しては新カテゴリに関する「カテゴリ理解」「カテゴリ意

向」、後者の目標に対しては新カテゴリに関する「ブランド選好性」「ブランド代

表性」で構成する。 

カテゴリ理解は「新カテゴリの特長を理解している」、カテゴリ意向は「新カテ

ゴリ内にあるブランドの利用意向がある」、ブランド選好性は「新カテゴリ内の

ブランドに対するこだわりがある（ブランドによって違いがある）」、ブランド代

表性は「（新カテゴリには）カテゴリを代表するブランドが存在する」という意

識を生活者が持つことを意味する。また、これらの 4 つのカテゴリ意識はカテゴ

リ理解/カテゴリ意向/ブランド選好性/ブランド代表性の順番で段階的に醸成さ

れる。つまり、あるステップのカテゴリ意識を醸成することが次のステップに進

むための要件となる。 

 

2.3.3.ブランド代表性 

 Aaker（2011）は、「ブランド・レレバンスモデルの理想はカテゴリを代表する

ブランドを表すロールモデルというステータスを獲得することである」と定義し

ている。例えば、ハイブリッドカーでいうとプリウス、デジタルミュージックプ

レーヤーでいうと ipod、検索エンジンでいうと google といったブランドがそれ

に該当する。 

また、「ロールモデルのステータスを獲得することができると、それが企業にも

たらす恩恵は膨大である。第一には、生産者企業はカテゴリ形成の主導権を握る

ことができ、カテゴリの存在自体を盤石にできる。第二には、生産者企業はカテ

ゴリに対して強いレレバンスを持つことになるため、競合が参入したとしても後

追いの印象がつくと同時に本家本元の正当性を強めることになる」という。 

ロールモデルのステータスを獲得することは、カテゴリ意識の 4 要素の最後の

ステップに位置付けられているブランド代表性の醸成を確立することを意味する

ため、カテゴリクリエーションの最終目標と換言できる。 

 

第 3 章．仮説の検討 

 

3.1.カテゴリ意識に作用する要因仮説 

2.2.にて、カテゴリとは生活者と生産者企業の間で共有される社会的に構成さ

れた概念体系（知識構造）で、生活者と生産者企業が市場で相互作用することを

可能にする共有物であると述べたが、これに関連して Rosa et al（1999）は、社

会的認知の観点からカテゴリ形成のダイナミクスに関して次のように定義してい

る（図 4）。「市場を動的な社会認知活動の場として捉えると、生産者と生活者は

社会的相互作用を通じてカテゴリーラベルを合意することで概念体系が安定化す
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る。生活者はこの概念体系を使うことで商品が持つ情報から刺激され、それによ

って獲得した知識が彼らの関心事と結びつけられ、商品に新しい意味が与えられ

るようになる。つまり商品は既存の概念体系によって意味を与えられるわけだ

が、新商品が市場に投入されるなどマーケティングに関する新しい取り組みが撹

乱要因となり概念体系を更新する」。 

このダイナミクスの理論と（変革的イノベーションは）新たな価値次元の創造

を伴うという特性に基づくと、「①概念体系の更新に作用するこれらの知識に

は、価値次元の性質が含まれている」「②その価値次元の性質に関する知識獲得

に刺激を与える情報は市場参加者によって発信されている」という 2 つの可能性
が⾒えてくる。そこで本研究では、「価値次元の性質」「市場参加者」をカテゴリ

クリエーションに作用する要因仮説として採用した。 

 

 

図 4：カテゴリ形成のダイナミクスと 2 つの要因仮説 

（Rosa et al 1999 より引用し筆者加筆） 

 

そして、カテゴリ意識の 4 要素（カテゴリ理解/カテゴリ意向/ブランド選好性/

ブランド代表性）と、後述する価値次元の性質と市場参加者の 2 つの要因仮説に

含まれる各要素が、それぞれどのような関係性があるのかを解明した（図 5）。 

 

 
図 5：「カテゴリ意識」「価値次元の性質」「市場参加者」の関係性 

（Aaker 2011 より引用し筆者加筆） 
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情報による
刺激

知識の保持知識の保持

社会認知的市場体系

市場参加者

価値次元の性質

発信する市場参加者によって、価値次元の
性質の認識への作⽤の⼤きさが異なる（仮説）

価値次元の性質の認識の度合いによって、
概念体系への作⽤の⼤きさが異なる（仮説）

本研究では⽣活者側の相関関係のみ対象

要因仮説

価値次元の性質
市場参加者

新カテゴリを形成し
従来カテゴリとの競争回避

カテゴリクリエーションの段階

新カテゴリ内における
⾃社ブランドの選択率向上

4.ブランド代表性
カテゴリを代表する
ブランドの存在

3.ブランド選好性
カテゴリ内のブランド
に対するこだわり

1.カテゴリ理解
カテゴリが持つ
特⻑理解

2.カテゴリ意向
カテゴリに対する
利⽤意向

⽬標

醸成する必要がある
カテゴリ意識
（ステップ）

明らかにしたい関係性

要因仮説
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3.2.価値次元の性質の要素仮説 

続いて、概念体系の更新に作用する知識に含まれると考えられる価値次元の性

質の要素仮説を設定した。本研究では、新カテゴリは市場参加者間の対話によっ

て形成するという前提に立ち、市場参加者との相互作用によって更新されると考

えられる 3 つの価値次元の性質を採用した（図 6）。 

一つ目は生活者との相互作用に着眼した「知覚容易性」である。新カテゴリが

提供する新次元の価値は「生活者にとってわかりやすく知覚しやすいか」を意味

する。生活者が新カテゴリの価値を知覚できないとカテゴリクリエーションは実

現しないといった仮説となる。 

二つ目は競合との相互作用に着眼した「非代替性」である。新カテゴリが提供

する新次元の価値は「代替できる他のカテゴリが存在しないか」を意味する。他

に新カテゴリの価値を代替するカテゴリがあるとカテゴリクリエーションは実現

しないといった仮説となる。 

三つ目は社会との相互作用に着眼した「社会浸透性」である。新カテゴリが提

供する新次元の価値は「流行や新常識として社会に浸透/定着しているか」を意

味する。社会が新カテゴリの価値を受容していないとカテゴリクリエーションは

実現しないといった仮説となる。 

図 6：価値次元の性質の要素仮説（筆者作成） 

 
3.3.市場参加者の要素仮説 

続いて、概念体系の更新に作用する知識獲得に刺激を与えると考えられる市場

参加者の要素仮説を設定した。本研究では、新カテゴリは市場参加者との対話に

よって形成するという前提に立ち、市場において生活者の知識獲得に作用すると

考えられる 5 つの市場参加者を採用した（図 7）。 

一つ目は「生産者企業」である。「生産者企業が自らの意志で発信する広告/販

促/広報などの情報」を指す。生産者企業による発信がないとカテゴリクリエー

ションは実現しないといった仮説となる。 

二つ目は「メディア」である。「テレビやネットなどのメディアが提供する番組

や記事などの情報」を指す。メディアによる発信がないとカテゴリクリエーショ

ンは実現しないといった仮説となる。 

三つ目は「SNS」である。「LINE や Instagram や YouTube などの SNS による口コ

ミやレビューなどの情報」を指す。SNS による発信がないとカテゴリクリエーシ

1.知覚容易性
（⽣活者との関係）

2.⾮代替性
（競合との関係）

3.社会浸透性
（社会との関係）

価値次元の性質
要素仮説

新カテゴリが提供する価値次元は、どの程度⽣活者に知覚できるか
（⽣活者が新カテゴリの価値を知覚できないとカテゴリクリエーションは実現しない）

新カテゴリが提供する価値次元は、どの程度他カテゴリへの⾮代替性があるか
（他に新カテゴリの価値を代替するものがあるとカテゴリクリエーションは実現しない）

新カテゴリが提供する価値次元は、どの程度社会に浸透/定着しているか
（社会が新カテゴリの価値を受容していないとカテゴリクリエーションは実現しない）
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ョンは実現しないといった仮説となる。 

四つ目は「周囲の人」である。「知人/友人/家族などの周囲の人による口コミや

レビューなどの情報」を指す。周囲の人による発信がないとカテゴリクリエーシ

ョンは実現しないといった仮説となる。 

五つ目は「流通」である。「コンビニやスーパーの店頭や店員やアプリサイトな

どの情報」を指す。流通による発信がないとカテゴリクリエーションは実現しな

いといった仮説となる。 

 

 

図 7：市場参加者の要素仮説（筆者作成） 

 
3.4.仮説が示すコンテキスト 

ここまで検討してきた、カテゴリ意識の醸成に作用する 2 つの要因仮説（価値

次元の性質と市場参加者）並びに、各要因に関する合計 8 つの要素仮説（価値次

元の性質の 3 要素と市場参加者の 5 要素）の構造を整理する（図 8）。構造として

はカテゴリ意識と市場参加者の間に、価値次元の性質が挟まれる構造をとる。こ

れは市場参加者による発信を通じて価値次元の性質の認識が拡大され、その認識

拡大がカテゴリ意識の醸成に作用するという仮説に基づいている。 

そして、これらの関係性が示す仮説のコンテキストは、「カテゴリ意識の 4 要素

の醸成には、価値次元の性質の 3 要素の認識拡大が必要で、価値次元の性質の 3

要素の認識拡大には、市場参加者の 5 要素による発信が必要」となる。 

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通

テレビやネットなどのメディアが提供する番組や記事などの情報
（メディアによる発信がないとカテゴリクリエーションは実現しない）

LINEやInstagramやYouTubeなどのSNSによる⼝コミやレビューなどの情報
（SNSによる発信がないとカテゴリクリエーションは実現しない）

知⼈/友⼈/家族などの周囲の⼈による⼝コミやレビューなどの情報
（周囲の⼈による発信がないとカテゴリクリエーションは実現しない）

コンビニやスーパーの店頭や店員やアプリサイトなどの情報
（流通による発信がないとカテゴリクリエーションは実現しない）

⽣産者企業が発信する広告/販促/広報などの情報
（⽣産者企業による発信がないとカテゴリクリエーションは実現しない）

市場参加者
要素仮説
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図 8：3 要素グループの構造仮説（筆者作成） 

 
 
第 4 章．分析方法の検討 

 

4.1.仮説検証の基本方針 

 
4.1.1.4 つの個別の関係性に分解 

本研究では、これら 3 要素グループの関係性を解明するために、4 つのリサーチ

クエスチョン（RQ）を設定した。前半の RQ①/RQ②では個別の関係性に関する分

析を行い、後半の RQ③/RQ④では全体の関係性に関する分析を行った（図 9）。 

RQ①は「カテゴリ意識の 4 要素の醸成に、価値次元の性質の 3 要素の認識拡大

は必要か」である。今回設定した価値次元の性質の 3 要素の認識拡大がカテゴリ

意識の 4 要素の醸成と相関があるかを検証した。 

RQ②は「価値次元の性質の 3 要素の認識拡大に、市場参加者の 5 要素による発

信は必要か」である。今回設定した市場参加者の 5 要素による発信が各価値次元

の性質の 3 要素の認識拡大と相関があるかを検証した。 

RQ③は「カテゴリ意識の 4 要素の醸成のために、各市場参加者が果たすべき役

割は何か」である。今回設定した 3 要素グループの関係性を俯瞰して、カテゴリ

意識の 4 要素の醸成のために認識拡大する必要がある価値次元の性質と発信する

必要がある市場参加者を検証した。 

RQ④は「財のジャンルの違いよって、各市場参加者が果たすべき役割に違いが

あるか」である。本研究では、消費財/耐久財/デジタル財の 3 つの財のジャンル

において各市場参加者が果たすべき役割に関する共通点/相違点を比較検証し

た。 

 

価値次元の性質の
３要素の認識拡⼤には
市場参加者の５要素
による発信が必要

1.カテゴリ理解

2.カテゴリ意向

3.ブランド選好性

4.ブランド代表性

カテゴリ意識
（4要素）

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通

市場参加者
（５要素）

1.知覚容易性

2.⾮代替性

3.社会浸透性

価値次元の性質
（３要素）

カテゴリ意識の４要素
の醸成には価値次元
の性質の３要素の
認識拡⼤が必要
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図 9：リサーチクエスチョン（RQ）が対象とする関係性（筆者作成） 

 

4.1.2.分析対象カテゴリの選定 

本研究では、消費財/耐久財/デジタル財の 3 つの財のジャンルからそれぞれ新

たに形成された 3 カテゴリ、合計 9 カテゴリを分析対象として選定した。その

際、対象となるカテゴリはある時点で新たにカテゴリが形成されている必要があ

るため、以下の 3点を基準とし、これらを満たしているカテゴリを選定した。 

 

＜分析対象カテゴリの選定基準＞ 

① 当該カテゴリの存在の確認：研究時点において主要流通サイト（EC サイト/ア

プリポータルサイト）に既に形成されているカテゴリであることを確認し

た。 

② 当該カテゴリが以前なかったことの確認：Google Trends を使用し、カテゴリ

名での検索数がある時点から発生もしくは増加していることを確認した。 

③ 市場が拡大していることの確認：カテゴリ名での検索数の増加に比例して市

場（デジタル財は会員数/利用者数）も拡大していることを確認した。 

 

これらの基準を用いて分析対象を検討した結果、消費財（非耐久消費財）は

「ハイボール」「チューハイ」「クラフトビール」、耐久財（耐久消費財）は「ス

ティック掃除機」「ロボット掃除機」「布団クリーナー」、デジタル財（スマホア

プリ）は「フリマアプリ」「ニュースアプリ」「レシピアプリ」を選定した（図

10）。 

 

RQ②/③

1.カテゴリ理解

2.カテゴリ意向

3.ブランド選好性

4.ブランド代表性

カテゴリ意識

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通

市場参加者

1.知覚容易性

2.⾮代替性

3.社会浸透性

価値次元の性質

消費財 耐久財 デジタル財
RQ④

RQ①/③

財のジャンル
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図 10：分析対象のカテゴリ（筆者作成） 

 

4.1.3.回帰分析よる定量アプローチ 

 本研究では、カテゴリクリエーションにおける新カテゴリの知覚メカニズムの

解明を目的に、これらの 3 要素グループに含まれる各要素間の関係性に関する回

帰分析（定量分析）を実施した。そして次に記載の方針に基づき分析を行い、各

RQ で設定したそれぞれの関係性に関する考察を行った。また、回帰分析を実施す

るにあたり変数として使用する量的データについては、後述する生活者サーベイ

（定量調査）を通じて取得した。 

＜回帰分析の方針＞ 

① 有意 F 値の確認：回帰分析の有意 F 値が 0.05 未満（有意水準 5％）の結果を

統計的に有意であるとみなし使用する。有意 F 値が 0.05 以上の場合は当該結

果を使用しない。 

② 重相関係数（R値）の確認：回帰分析の重相関係数が 0.2（軽度）以上の結果

を使用する。重相関係数が 0.2未満の場合は当該結果を使用しない。 

③ p値の確認：説明変数の p 値が 0.05 未満（有意水準 5％）の結果を統計的に

有意であるとみなし使用する。p 値が 0.05 以上の場合は当該結果を使用しな

い。 

④ 正の相関の確認：説明変数が正の相関関係を示す結果を使用する。負の相関

関係を示す場合は当該結果を使用しない。 

⑤ 標準偏回帰係数の確認：有意な正の相関を確認できた説明変数の標準偏回帰

係数を用いて目的変数に対する作用の大きさを検証する。 

 

4.2.生活者サーベイの設計 

 

4.2.1.目的と聴取項目 

本研究では、カテゴリ意識の 4 要素/価値次元の性質の 3 要素/市場参加者の 5

要素の合計 12 要素（変数）に関する量的データ取得を目的とする生活者サーベ

イ（定量調査）を実施した。それぞれカテゴリ意識の 4 要素に関する「醸成の度

スティック掃除機ハイボール

布団クリーナー

ロボット掃除機

クラフトビール

チューハイ

消費財
（⾮耐久消費財）

耐久財
（耐久消費財）

フリマアプリ

レシピアプリ

ニュースアプリ

デジタル財
（スマホアプリ）
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合い」、価値次元の性質の 3 要素に関する「認識の度合い」、市場参加者の 5 要素

に関する「影響の度合い」について聴取した。実査で使用した 12 要素に関する

選択肢の説明文は以下の通りである。 

 

＜サーベイで使用した各要素の説明文＞ 

【A.カテゴリ意識】 

1.カテゴリ理解：「このカテゴリの特長（良い点）を理解している」 

2.カテゴリ意向：「このカテゴリの商品を（初めて、もしくは継続）購買/利用し

たい」 

3.ブランド選好性：「このカテゴリの商品を選ぶ際、ブランドにはこだわりたい

（それぞれの商品に違いがある）」 

4.ブランド代表性：「このカテゴリには、カテゴリを代表するブランド（商品）

がある」 

 

【B.価値次元の性質】 

1.知覚容易性：「このカテゴリの特長（良い点）は、わかりやすい（知覚しやす

い）」 

2.非代替性：「このカテゴリには、他のカテゴリにはない特長（良い点）ある

（代替性がない）」 

3.社会浸透性：「このカテゴリは、流行や新常識として社会に浸透/定着してい

る」 

 

【C.市場参加者】 

1.生産者企業：「このカテゴリを理解したもしくは欲しくなったのは、広告/販促

/広報などの『企業が発信する情報』の影響が大きい」 

2.メディア：「このカテゴリを理解したもしくは欲しくなったのは、テレビ番組

やネット記事などの『メディアが発信する情報』の影響が大きい」 

3.SNS：「このカテゴリを理解したもしくは欲しくなったのは、LINE や Instagram

や YouTube などの『SNS の情報』の影響が大きい」 

4.周囲の人：「このカテゴリを理解したもしくは欲しくなったのは、知人/友人/

家族などの『周囲の人の情報』の影響が大きい」 

5.流通：「このカテゴリを理解したもしくは欲しくなったのは、コンビニ/スーパ

ー/家電量販店や EC /アプリサイトなどの『店頭や店員やサイト内で見聞きした

情報』の影響が大きい」 

 
4.2.2.回答方式 

本研究では、サーベイの結果を後述する重回帰分析の変数として用いるため、

量的データを取得する必要がある。そのため 12 要素に関する設問の回答方式に

ついては「とてもあてはまる」から「全くあてはまらない」までのリッカート尺

度（5 段階）を採用した（図 11）。 



 
16 

 

図 11：回答方式（筆者作成） 

 

4.2.3.調査手法とサンプル数 

 本サーベイは、外部調査機関の登録者を対象に実査を行った。事前のスクリー

ニング調査で各カテゴリの認知がある方を抽出し、その中から性別年代を 10 区

分の上、各区分 54 サンプル（1 区分につき 6 名*9カテゴリ）ずつの合計 540 人

を調査対象とした（図 12）。つまり 1 カテゴリにつき 60 サンプル、1 つの財のジ

ャンル（3 カテゴリ）につき 180 サンプル、3 つの財のジャンル（9 カテゴリ）合

わせて合計 540 サンプルという構成となる（一人が複数カテゴリを認知している

場合は複数カテゴリに回答）。 

一方で、本研究で回帰分析を行う際に最も説明変数が多くなるのは、価値次元

の性質の 3 要素と市場参加者の 5 要素の両方を使用する場合で合計 8 変数とな

る。分析の最小単位が財のジャンルとなるため、説明変数 8 個に対して 180 サン

プルを確保することになる。これは、EPV(Event Per Variables：サンプル数÷

変数の数)が 22.5倍と Peduzzi et al（1995)が提唱する 10倍を超えているた

め、必要最低限のサンプル数は確保できていると考える。 

 

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通
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1.知覚容易性
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2.カテゴリ意向
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4.ブランド代表性

カテゴリ意識

変数（カテゴリ意識）変数（価値次元の性質）変数（市場参加者）
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とても
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図 12：サーベイ対象者（筆者作成） 

 

第 5 章．分析結果 

 

5.1.価値次元の性質の必要性 

 

5.1.1.価値次元の性質の認識拡大はカテゴリ意識の醸成に作用する 

 RQ①で設定した「カテゴリ意識の 4 要素の醸成に、価値次元の性質の 3 要素の

認識拡大は必要か」について検討するために、各カテゴリ意識を目的変数とし、

価値次元の性質の 3 要素と市場参加者の 5 要素の合計 8要素を説明変数とした回

帰分析①を実施した（図 13、表 1）。 

 

 

図 13：回帰分析①が対象とする関係性（筆者作成） 

 

表 1：回帰分析①の結果（筆者作成） 

性別年代 カテゴリ毎の
回答⼈数 カテゴリ数 合計回答数

（延べ回答⼈数※）

全体 60⼈ 9 540⼈

男性

20代 6⼈ 9 54⼈
30代 6⼈ 9 54⼈
40代 6⼈ 9 54⼈
50代 6⼈ 9 54⼈
60代以上 6⼈ 9 54⼈

⼥性

10代以下 6⼈ 9 54⼈
20代 6⼈ 9 54⼈
30代 6⼈ 9 54⼈
40代 6⼈ 9 54⼈
50代 6⼈ 9 54⼈
60代以上 6⼈ 9 54⼈

回帰分析
①

1.カテゴリ理解

2.カテゴリ意向

3.ブランド選好性

4.ブランド代表性

カテゴリ意識

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通

市場参加者

1.知覚容易性

2.⾮代替性

3.社会浸透性

価値次元の性質
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まず、有意 F 値/重相関係数を確認し、本回帰分析は有効であることが認められ

た。その上で、価値次元の性質の 3 要素に目を向けると、知覚容易性と非代替性

については、カテゴリ理解/カテゴリ意向/ブランド選好性/ブランド代表性の全

てのカテゴリ意識に有意な正の相関が認められた。つまり、知覚容易性と非代替

性の認識拡大はカテゴリ意識の 4 要素の醸成に作用すると考えられる。また、社

会浸透性もカテゴリ理解/ブランド代表性に有意な正の相関が認められたことか

ら、社会浸透性の認識拡大はカテゴリ理解/ブランド代表性の醸成に作用すると

考えられる。したがって、価値次元の性質の 3 要素の認識拡大は、カテゴリ意識

の 4 要素（社会浸透性については 2 要素）の醸成に有効であると考えられる。 

 
5.1.2.カテゴリ理解の醸成には価値次元の性質の 3 要素の認識拡大が必要 

次に、これらの価値次元の性質の必要性を検証するために、価値次元の性質と

市場参加者の 2 つの要因仮説における各カテゴリ意識に対する標準偏回帰係数の

大きさを比較検証した。比較検証に向けて、価値次元の性質の 3 要素と市場参加

者の 5 要素から各カテゴリ意識に対して有意な正の相関が認められた要素を用い

て、要因仮説ごとに標準偏回帰係数の合計値と要素数を算出した（図 14）。 

 

図 14：標準偏回帰係数の合計値と要素数の比較（筆者作成） 

 

 この集計結果について次の 2 点に着目した。まず 1 点目は、カテゴリ理解と有

意な正の相関が認められた価値次元の性質は 3 要素全てなのに対して、市場参加

知覚容易性 0.30 ** 0.00 0.19 ** 0.00 0.20 ** 0.00 0.28 ** 0.00
⾮代替性 0.14 ** 0.00 0.14 ** 0.00 0.20 ** 0.00 0.11 * 0.01
社会浸透性 0.17 ** 0.00 0.06 0.18 -0.03 0.43 0.17 ** 0.00
⽣産者企業 0.07 0.14 0.17 ** 0.00 0.22 ** 0.00 0.24 ** 0.00
メディア 0.08 0.09 -0.12 * 0.01 -0.05 0.26 -0.06 0.24
SNS 0.01 0.74 0.05 0.26 0.04 0.32 0.01 0.79
周囲の⼈ 0.07 0.09 0.13 ** 0.00 0.12 ** 0.01 0.01 0.88
流通 -0.06 0.14 0.15 ** 0.00 0.11 * 0.01 0.01 0.84

*p<.05、**p<.01％

p

0.60
3.67E-47

0.54
6.26E-35

標準偏回帰

1.38E-43

カテゴリ理解 カテゴリ意向 ブランド選好性

0.57
1.46E-40

ブランド代表性
標準偏回帰 p

0.58

標準偏回帰 p 標準偏回帰 p

価値次元
の性質

市場参加者

有意F
重相関

カテゴリ意識

1.カテゴリ理解

2.カテゴリ意向

3.ブランド選好性

4.ブランド代表性

カテゴリ意識 市場参加者からの
係数合計値(要素数)

価値次元の性質からの
係数合計値(要素数)

.61(3) .00(0)

.33(2) .45(3)

.39(2) .45(3)

.56(3) .24(1)
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者は 0 要素だったという点である。これは市場参加者による発信はカテゴリ理解

の醸成に直接的に作用していないことを意味する。ただし注意しておきたいの

は、あくまで直接的な関係において有意な正の相関が認められなかったのであっ

て、後述する分析から市場参加者は価値次元の性質に有意な正の相関が認められ

たため、市場参加者による発信はカテゴリ理解の醸成に間接的に作用していると

考えられる。ただしこの事実は、カテゴリ理解の醸成に価値次元の性質の 3 要素

の認識拡大が必要であることを補強するものであり、カテゴリクリエーションに

おける価値次元の性質の重要性をより一層高めることを意味する。 

そして 2点目は、ブランド代表性についても、カテゴリ理解と似たような傾向

が認められたという点である。ブランド代表性と有意な正の相関がある価値次元

の性質は 3 要素全てなのに対して、市場参加者は 1 要素（生産者企業）のみ認め

られた。こちらも先ほどと同様、後述する分析から市場参加者による発信はブラ

ンド代表性の醸成に間接的に作用していると考えられる。 

 

これらの分析から、カテゴリ意識の 4 要素の醸成には価値次元の性質の 3 要素

の認識拡大が必要であることが明らかとなった。 

 

RQ①： カテゴリ意識の 4 要素の醸成に、価値次元の性質の 3 要素の認識拡大は

必要か。 

A： カテゴリ意識の 4 要素の醸成に、価値次元の性質の 3 要素の認識拡大は

必要である。 

 

5.2.市場参加者の必要性 

 

5.2.1.流通を除く市場参加者による発信は、価値次元の認識拡大に作用する 

RQ②で設定した「価値次元の性質の 3 要素の認識拡大に、市場参加者の 5 要素

による発信は必要か」について検討するために、各価値次元の性質を目的変数と

し、市場参加者の 5 要素を説明変数とした回帰分析②を実施した（図 15、表

2）。 

 

 

図 15：回帰分析②の概要（筆者作成） 

 

回帰分析
②

1.カテゴリ理解

2.カテゴリ意向

3.ブランド選好性

4.ブランド代表性

カテゴリ意識

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通

市場参加者

1.知覚容易性

2.⾮代替性

3.社会浸透性

価値次元の性質
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表 2：回帰分析②の結果（筆者作成） 

 

 

まず有意 F 値/重相関係数を確認し、本回帰分析は有効であることが認められ

た。その上で、各目的変数に対して有意な正の相関が認められた要素に目を向け

ると、知覚容易性を目的変数にした場合は標準偏回帰係数の高い順からメディア

/周囲の人/SNS、非代替性を目的変数にした場合は生産者企業/SNS/メディア、社

会浸透性を目的変数にした場合はメディア/周囲の人/生産者企業、についてはそ

れぞれ有意な正の相関が認められた。 

5.1.1.で実施したカテゴリ意識を目的変数とする回帰分析①では、メディア

/SNS についてはいずれのカテゴリ意識に対しても有意な正の相関が認められなか

ったが、価値次元の性質を目的変数とする回帰分析②では、複数の価値次元の性

質と有意な正の相関が認められた。ここからも価値次元の性質の必要性を確認す

ることができた。 

まとめると、流通以外の市場参加者の 4 要素については複数の価値次元の性質

と有意な正の相関が認められたが、流通についてはいずれの価値次元との性質と

も有意な正の相関が認められなかった。 

 

5.2.2.価値次元の性質の醸成に、流通を除く市場参加者による発信は必要 

次に、目的変数である各価値次元の性質に対する各市場参加者の作用の大きさ

を比較検証するために、各価値次元の性質に対して有意な正の相関が認められた

各市場参加者の標準偏回帰係数とその構成比を算出した（図 16）。 

 

⽣産者企業 0.03 0.55 0.20 ** 0.00 0.14 ** 0.00
メディア 0.29 ** 0.00 0.15 ** 0.00 0.27 ** 0.00
SNS 0.09 * 0.04 0.19 ** 0.00 0.06 0.22
周囲の⼈ 0.18 ** 0.00 0.09 0.05 0.17 ** 0.00
流通 0.03 0.55 -0.01 0.79 -0.14 ** 0.00

*p<.05、**p<.01％

1.15E-27
0.44

8.11E-23

社会浸透性
標準偏回帰 p 標準偏回帰 p 標準偏回帰

知覚容易性
p

⾮代替性

0.48
5.88E-28

0.47

市場参加者

重相関
有意F

価値次元の性質
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図 16：標準偏回帰係数と構成比（筆者作成） 

 

 この集計結果について次の 2 点に着目した。まず 1 点目は、生産者企業/メディ

ア/SNS/周囲の人は、それぞれ 2 要素以上の価値次元の性質に対して有意な正の

相関が認められ、またそのほとんど全ての標準偏回帰係数が、その要素全体の

20％以上を占めているという点である。したがって、生産者企業/メディア/SNS/

周囲の人は、各価値次元の性質の認識拡大に対して一定の影響力を持つため、い

ずれも欠かすことができないと考えられる。 

そして 2点目は、生産者企業は非代替性/社会浸透性に対しては有意な正の相関

が認められたが、知覚容易性に対しては有意な正の相関が認められなかった点で

ある。その知覚容易性に対しては、メディア/SNS/周囲の人といった流通以外の

他の市場参加者と有意な正の相関が認められた。 

 

 これらの分析から、価値次元の性質の 3 要素の認識拡大には、流通を除く生産

者企業/メディア/SNS/周囲の人の 4 つの市場参加者による発信が、また知覚容易

性の認識拡大には、生産者企業と流通を除くメディア/SNS/周囲の人による発信

が必要であることが明らかとなった。 

 

RQ②： 価値次元の性質の 3 要素の認識拡大に、市場参加者の 5 要素による発信

は必要か。 

A： 価値次元の性質の 3 要素の認識拡大に、流通を除く市場参加者の 4 要素

による発信が必要である。 

 

5.3.各市場参加者が果たすべき役割 

 

5.3.1.生産者企業の役割と限界 

RQ③で設定した「カテゴリ意識の 4 要素の醸成のために、各市場参加者が果た

すべき役割は何か」について検討するために、回帰分析①/回帰分析②の結果を

1.⽣産者企業 2.メディア 3.SNS 4.周囲の⼈ 5.流通

1.知覚容易性

2.⾮代替性

3.社会浸透性

価値次元の性質

.27**
(46%)

.17**
(29%)

.29**
(52%)

.09*
(16%)

.18**
(32%)

.14**
(24%)

.20**
(37%)

.15**
(28%)

.19**
(35%)

⾃社 他の市場参加者
上段は標準偏回帰係数（*p<.05、**p<.01％）。下段は横100％の構成⽐
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用いて、3 要素グループ間の関係性について次に記載する 2 つの視点に着目して

分析を行った。 

 

＜視点①＞ 

生産者企業が作用する範囲（生産者企業の役割）の確認：生産者企業による発

信が直接的もしくは間接的に作用するカテゴリ意識を確認する。 

 

＜視点②＞ 

他の市場参加者の役割を確認：生産者企業による発信では充分に醸成されない

カテゴリ意識を他の市場参加者の役割と捉え、当該カテゴリ意識を醸成するため

に認識拡大する必要がある価値次元の性質と発信する必要がある他の市場参加者

を確認する。 

 

上記の分析を行うにあたり、回帰分析①/回帰分析②において有意な正の相関が

認められた要素の標準偏回帰係数を用いて回帰分析を利用したパス図を作成した

（図 17）。 

 

図 17：回帰分析を利用したパス図：全体（筆者作成） 

 

 まず、生産者企業は（カテゴリ意識のうち）カテゴリ意向/ブランド選好性/ブ

ランド代表性、（価値次元の性質のうち）非代替性/社会浸透性と有意な正の相関

が認められた。また、非代替性/社会浸透性はカテゴリ理解と有意な正の相関が

認められたことから、間接作用まで含めると生産者企業による発信はカテゴリ意

識の 4 要素全ての醸成に作用すると考えられる。 

ところが生産者企業による発信はカテゴリ理解の醸成に最も作用する知覚容易

性の認識拡大に作用していないことから、カテゴリ理解の醸成をより効果的に実

現するには他の市場参加者による発信が必要になると考えられる。 

その知覚容易性に作用する市場参加者は標準偏回帰係数の大きい順から、メデ

ィア/周囲の人/SNS となる。新カテゴリに関する情報がメディア/周囲の人/SNS

を通じて発信されることが知覚容易性の認識拡大に作用し、その結果カテゴリ理

解の醸成が促されると考えられる。 

1.カテゴリ理解

2.カテゴリ意向

3.ブランド選好性

4.ブランド代表性

カテゴリ意識

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通

市場参加者

1.知覚容易性

価値次元の性質
標準偏回帰係数を⽤いてパス図を作成（*p<.05、**p<.01％。太線は.20以上）

2.⾮代替性

3.社会浸透性

.17**

.22**

.24**

.15**

.11*
.12**

.19**

.20**

.28**

.14**

.20**

.17**

.11*

.30**

.14**
.17**

.13**

.27**
.17**

.29**
.09*.18**

.14**

.20**
.15**
.19**
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5.3.2.他の市場参加者に頼る必要があるクリティカルステップを発見 

 知覚容易性に関する考察を深める。前述の通り、生産者企業はカテゴリ理解に

最も作用する知覚容易性と有意な正の相関が認められなかった。そして、その知

覚容易性はカテゴリ理解以外のカテゴリ意向/ブランド選好性/ブランド代表性の

醸成とも有意な正の相関が認められた。そのため、競争優位な環境構築という観

点に立つと、知覚容易性の認識拡大について他の市場参加者に頼る必要性は非常

に高いと考えられる。 

さらに、カテゴリ理解はカテゴリ意識の 4 要素の最初のステップに位置付けら

れているため、他の市場参加者による発信を通じてカテゴリ理解が醸成するまで

は、生産者企業による発信はその先のステップであるカテゴリ意向/ブランド選

好性/ブランド代表性の醸成に作用しない可能性がある。そのため、生産者企業

による発信をその先のステップのカテゴリ意識に作用させるためにも、カテゴリ

クリエーションの最初のステップであるカテゴリ理解は、他の市場参加者に頼り

ながら進めていく非常に重要なステップであると言える。 

これらの分析から、カテゴリクリエーションの最初のステップであるカテゴリ

理解は、生産者企業による発信だけでは充分な醸成が難しい（本研究では「クリ

ティカルステップ」と定義）可能性があることが認められた。また、そのカテゴ

リ理解は他の市場参加者（メディア/周囲の人/SNS）によって醸成可能であるこ

とも認められた。そのため、カテゴリクリエーションを効果的に実現するには、

最初のステップから他の市場参加者による発信が必要であることが明らかとなっ

た（図 18）。 

  

図 18：クリティカルステップとその対策（筆者作成） 

 

RQ③： カテゴリ意識の 4 要素の醸成のために、各市場参加者が果たすべき役割は

何か。 

A： カテゴリクリエーションの最初のステップであるカテゴリ理解は、生産者

企業による発信だけでは充分な醸成が難しい（クリティカルステップとな

る）。そのため、カテゴリ理解の醸成のためには、知覚容易性の認識拡大

のためのメディア/周囲の人/SNS による発信が必要となる。 

 

全体

新カテゴリを形成し
従来カテゴリとの競争回避

カテゴリクリエーションの段階

新カテゴリ内における
⾃社ブランドの選択率向上

4.ブランド代表性
カテゴリを代表する
ブランドの存在

3.ブランド選好性
カテゴリ内のブランド
に対するこだわり

1.カテゴリ理解
カテゴリが持つ
特⻑理解

2.カテゴリ意向
カテゴリに対する
利⽤意向

⽬標

醸成する必要がある
カテゴリ意識
（ステップ）

知覚容易性
メディア
周囲の⼈
SNS

クリティカルステップへの対策
（認識拡⼤すべき価値次元の性質/市場参加者）

他の市場参加者による
発信が必要なカテゴリ意識
（クリティカルステップ）

⽣産者企業では充分な醸成が難しい
カテゴリ意識（クリティカルステップ）

⽣産者企業による発信で醸成可能

他の市場参加者による発信が必要
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5.4.財のジャンルごとの特徴 

 

5.4.1.財のジャンルごとに、回帰分析①/回帰分析②を実施 

RQ④で設定した「財のジャンルの違いよって、各市場参加者が果たすべき役割

に違いがあるか」について検討するために、消費財（ハイボール/チューハイ/ク

ラフトビール）、耐久財（スティック掃除機/ロボット掃除機/布団クリーナー）、

デジタル財（フリマアプリ/ニュースアプリ/レシピアプリ）の財のジャンルごと

に 5.1.1.と 5.2.1.で実施した回帰分析①/回帰分析②を行い、各財のジャンルの

3 要素グループ間の関係性について次に記載する 2 つの視点に着目して分析を行

った。 

 

＜視点①＞ 

生産者企業が作用する範囲（生産者企業の役割）の確認：生産者企業による発

信が直接的もしくは間接的に作用するカテゴリ意識を確認する。 

 

＜視点②＞ 

他の市場参加者の役割を確認：生産者企業による発信では充分に醸成されない

カテゴリ意識を他の市場参加者の役割と捉え、当該カテゴリ意識を醸成するため

に認識拡大する必要がある価値次元の性質と発信する必要がある他の市場参加者

を確認する。 

 

上記の分析を行うにあたり、まずは財のジャンルごとに回帰分析①/回帰分析②

を実施。それぞれの回帰分析①/回帰分析②において有意な正の相関が認められ

た要素の標準偏回帰係数（表 3、表 4、表 5、表 6、表 7、表 8）を用いて回帰分

析を利用したパス図を作成した（図 19、図 20、図 21）。 

 

5.4.2.消費財の特徴は、代替性の認識拡大のための SNS による発信 

 

表 3：回帰分析①：消費財（筆者作成） 

 
 

 

 

知覚容易性 0.35 ** 0.00 0.14 0.11 0.29 ** 0.00 0.29 ** 0.00
⾮代替性 0.24 ** 0.00 0.16 * 0.03 0.09 0.25 0.04 0.63
社会浸透性 0.08 0.29 -0.03 0.73 0.03 0.70 0.09 0.21
⽣産者企業 0.02 0.79 0.26 ** 0.00 0.16 0.07 0.30 ** 0.00
メディア -0.05 0.54 -0.08 0.33 -0.10 0.22 -0.17 * 0.04
SNS 0.15 0.05 0.10 0.22 0.09 0.26 0.18 * 0.02
周囲の⼈ 0.05 0.48 0.05 0.54 0.16 * 0.04 -0.02 0.78
流通 -0.02 0.77 0.18 * 0.02 0.07 0.33 0.09 0.24

*p<.05、**p<.01％

9.37E-16 2.78E-12 8.04E-13

価値次元
の性質

市場参加者

重相関
有意F

標準偏回帰 p

0.60
1.10E-13

0.63 0.58 0.59

カテゴリ意識
カテゴリ理解 カテゴリ意向 ブランド選好性 ブランド代表性

標準偏回帰 p 標準偏回帰 p 標準偏回帰 p
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表 4：回帰分析②：消費財（筆者作成） 

 

 

 

図 19：回帰分析を利用したパス図：消費財（筆者作成） 

 

消費財では、生産者企業は（カテゴリ意識のうち）カテゴリ意向/ブランド代表

性と有意な正の相関が認められた（価値次元の性質との有意な正の相関は認めら

れなかった）。したがって、生産者企業による発信はカテゴリ理解/ブランド選好

性の醸成には作用しないため、消費財においてはカテゴリ理解/ブランド選好性

がクリティカルステップとなる。 

そのカテゴリ理解とブランド選好性の醸成には知覚容易性の認識拡大が必要と

なるが、標準偏回帰係数の大きい順から周囲の人/メディア/流通による発信に頼

る必要がある。周囲の人の標準偏回帰係数が大きいという点と流通も有意な正の

相関が認められたという点が消費財の特徴として挙げられる。 

そして、カテゴリ理解の醸成に非代替性の認識拡大の作用が大きい点も消費財

の特徴である。一般的に消費財は低関与商材と呼ばれる部類に括られ、生活者が

ブランドの違いに関心を持ちにくい特徴を持つ。そのため、新カテゴリが持つ新

しい価値次元に関する非代替性を生活者が認識することの意義が大きくなるもの

と考えられる。ただし、その非代替性の認識拡大のためには SNS による発信に頼

る必要がある。 

 

5.4.3.耐久財の特徴は、非代替性/社会浸透性の認識拡大のための生産者企業によ

る発信 

 

⽣産者企業 0.10 0.22 0.17 0.07 0.14 0.14
メディア 0.22 ** 0.01 0.12 0.16 0.24 ** 0.01
SNS 0.01 0.86 0.21 * 0.01 -0.06 0.49
周囲の⼈ 0.26 ** 0.00 0.11 0.17 0.17 0.05
流通 0.15 * 0.04 0.02 0.81 -0.03 0.67

*p<.05、**p<.01％

知覚容易性 ⾮代替性
標準偏回帰

社会浸透性
p

0.40
6.10E-09 9.60E-06

p 標準偏回帰 p 標準偏回帰

0.57 0.48
8.92E-14

市場参加者

重相関
有意F

価値次元の性質

1.カテゴリ理解

2.カテゴリ意向

3.ブランド選好性

4.ブランド代表性

カテゴリ意識

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通

市場参加者

.22**

.24**

.21*

.26**
.15*

.35**
1.知覚容易性

2.⾮代替性

3.社会浸透性

価値次元の性質

.29**

.24**

.16*
.26**

.30**
.18*

.16*

.18*

標準偏回帰係数を⽤いてパス図を作成（*p<.05、**p<.01％。太線は.20以上）

.29**
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表 5：回帰分析①：耐久財（筆者作成） 

 

表 6：回帰分析②：耐久財（筆者作成） 

 

 

 

図 20：回帰分析を利用したパス図：耐久財（筆者作成） 

 

耐久財では、生産者企業は（カテゴリ意識のうち）カテゴリ意向/ブランド選好

性/ブランド代表性、（価値次元の性質のうち）非代替性/社会浸透性と有意な正

の相関が認められた。また、非代替性はカテゴリ意向/ブランド選好性、社会浸

透性はブランド代表性と有意な正の相関が認められたものの、間接作用まで含め

ても生産者企業による発信はカテゴリ理解の醸成に作用することは認められなか

った。したがって、耐久財においてはカテゴリ理解がクリティカルステップとな

る。 

そのカテゴリ理解の醸成には、他の財のジャンル同様に知覚容易性の認識拡大

が必要となるが、知覚容易性の認識拡大のためにはメディアによる発信に頼る必

要がある。 

知覚容易性 0.26 ** 0.00 0.06 0.49 0.18 * 0.04 0.14 0.09
⾮代替性 0.15 0.06 0.21 * 0.01 0.20 * 0.02 0.12 0.11
社会浸透性 0.11 0.22 0.04 0.63 -0.08 0.35 0.27 ** 0.00
⽣産者企業 0.06 0.47 0.24 * 0.01 0.24 ** 0.01 0.23 ** 0.01
メディア 0.18 * 0.04 -0.16 0.06 -0.04 0.68 0.08 0.34
SNS -0.13 0.13 -0.01 0.90 -0.01 0.90 -0.17 * 0.04
周囲の⼈ 0.07 0.37 0.17 * 0.03 0.13 0.10 0.06 0.41
流通 -0.03 0.73 0.13 0.11 0.11 0.17 0.02 0.80

*p<.05、**p<.01％

カテゴリ理解 カテゴリ意向

0.54 0.48
8.22E-10 1.82E-07

カテゴリ意識
ブランド選好性

0.50

ブランド代表性

0.60
3.89E-08 2.16E-13

市場参加者

重相関
有意F

p

価値次元
の性質

標準偏回帰 p 標準偏回帰 p 標準偏回帰 p 標準偏回帰

⽣産者企業 0.01 0.90 0.24 ** 0.01 0.26 ** 0.00
メディア 0.28 ** 0.00 0.10 0.24 0.18 * 0.03
SNS 0.08 0.35 0.22 * 0.01 0.12 0.15
周囲の⼈ 0.14 0.08 -0.02 0.84 0.15 0.05
流通 0.01 0.95 -0.08 0.37 -0.14 0.08

*p<.05、**p<.01％

1.79E-05 9.02E-06 2.14E-08

標準偏回帰 p

価値次元の性質

市場参加者

重相関
有意F

0.39 0.40 0.47

標準偏回帰 p 標準偏回帰 p
知覚容易性 ⾮代替性 社会浸透性

1.カテゴリ理解

2.カテゴリ意向

3.ブランド選好性

4.ブランド代表性

カテゴリ意識

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通

市場参加者

2.⾮代替性

3.社会浸透性

価値次元の性質
標準偏回帰係数を⽤いてパス図を作成（*p<.05、**p<.01％。太線は.20以上）

1.知覚容易性

.24*

.24**

.23**

.18*
.17*

.18*
.26**

.21*

.20*

.27**

.24**

.26**

.17*
.22*

.18*

.28**
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一方で、生産者企業による発信が非代替性/社会浸透性の認識拡大に作用すると

いう点は、耐久財の特徴として挙げられる。そのため、耐久財は他の財のジャン

ルに比べて、生産者企業による発信が作用する範囲が広くて大きい。一般的に耐

久財は高関与商材と呼ばれる部類に括られ、消費財と違って生活者はブランドの

違いに関心を持ちやすい特徴を持つ。そのため、生産者企業による発信は生活者

に比較的受け入れられやすく、作用する範囲が広くて大きくなるものと考えられ

る。 

 

5.4.4.デジタル財の特徴は、社会浸透性の認識拡大のためのメディア/周囲の人に

よる発信 

 

表 7：回帰分析①：デジタル財（筆者作成） 

 

表 8：回帰分析②：デジタル財（筆者作成） 

 

 

 

図 21：回帰分析を利用したパス図：デジタル財（筆者作成） 

知覚容易性 0.29 ** 0.00 0.32 ** 0.00 0.05 0.53 0.34 ** 0.00
⾮代替性 -0.01 0.92 0.04 0.63 0.36 ** 0.00 0.14 0.10
社会浸透性 0.36 ** 0.00 0.18 * 0.02 -0.03 0.63 0.23 ** 0.00
⽣産者企業 0.12 0.09 0.09 0.26 0.28 ** 0.00 0.17 * 0.02
メディア 0.08 0.33 -0.18 * 0.04 -0.07 0.39 -0.11 0.18
SNS 0.03 0.60 0.04 0.55 0.05 0.51 0.04 0.57
周囲の⼈ 0.11 0.11 0.16 * 0.04 0.04 0.58 0.04 0.60
流通 -0.12 0.11 0.17 * 0.03 0.18 * 0.02 -0.07 0.40

*p<.05、**p<.01％

カテゴリ理解 カテゴリ意向
標準偏回帰 p 標準偏回帰 p

カテゴリ意識
ブランド選好性 ブランド代表性

標準偏回帰

4.21E-21 1.58E-13 4.30E-17 4.32E-16

p 標準偏回帰 p

0.69 0.60 0.65 0.64

価値次元
の性質

市場参加者

重相関
有意F

⽣産者企業 -0.02 0.78 0.19 * 0.02 0.05 0.56
メディア 0.33 ** 0.00 0.21 * 0.01 0.38 ** 0.00
SNS 0.18 * 0.02 0.21 ** 0.00 0.04 0.62
周囲の⼈ 0.20 * 0.02 0.18 * 0.02 0.21 * 0.01
流通 -0.10 0.26 -0.05 0.56 -0.21 * 0.02

*p<.05、**p<.01％

⾮代替性
標準偏回帰 p 標準偏回帰 p

9.03E-09 9.18E-13 4.30E-17

社会浸透性
標準偏回帰 p

0.48 0.56 0.46

知覚容易性

市場参加者

重相関
有意F

価値次元の性質

1.カテゴリ理解

2.カテゴリ意向

3.ブランド選好性

4.ブランド代表性

カテゴリ意識

1.⽣産者企業

2.メディア

3.SNS

4.周囲の⼈

5.流通

市場参加者

.33** 1.知覚容易性

2.⾮代替性

3.社会浸透性

価値次元の性質

.21*

.38**

.19*

.18*

.21**

.20*

.18*

.21*

.16*
.17*

.18*

.29**

.32**

.34**

.36**

.36**

.23**

.28**

.17*

標準偏回帰係数を⽤いてパス図を作成（*p<.05、**p<.01％。太線は.20以上）

.18*
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デジタル財では、生産者企業は（カテゴリ意識のうち）ブランド選好性/ブラン

ド代表性、（価値次元の性質のうち）非代替性と有意な正の相関が認められた。

また、非代替性はブランド選好性と有意な正の相関が認められたものの、間接作

用まで含めても生産者企業による発信はカテゴリ理解/カテゴリ意向の醸成に作

用することは認められなかった。したがって、デジタル財においてはカテゴリ理

解/カテゴリ意向がクリティカルステップとなる。 

そのカテゴリ理解/カテゴリ意向の醸成には知覚容易性の認識拡大が必要となる

が、標準偏回帰係数の大きい順にメディア/周囲の人/SNS による発信に頼る必要

がある。 

また、デジタル財の場合、カテゴリ理解/カテゴリ意向の醸成には社会浸透性の

認識拡大も必要となる。この点はデジタル財の特徴として挙げられる。デジタル

財の場合は、従来のオフラインサービスでは享受できなかった新しい価値次元が

流行や新常識として社会的に受容されているという認識が、カテゴリ理解/カテ

ゴリ意向の醸成に作用しているものと考えられる。ただし、この社会浸透性の認

識拡大についても他の市場参加者に頼る必要があり、標準偏回帰係数の大きい順

にメディア/周囲の人となる。 

 

5.4.5.財のジャンルごとのクリティカルステップの特徴を整理 

これらの分析から、財のジャンルごとのクリティカルステップとその対策とし

て必要な他の市場参加者による発信（他の市場参加者の役割）の要件をまとめた

（図 22）。 

 

図 22：財のジャンルごとのクリティカルステップとその対策（筆者作成） 

 

まず、クリティカルステップについては財ジャンルごとに共通点と相違点があ

ることが明らかとなった。明らかとなった共通点は、財のジャンル関係なくカテ

ゴリ理解はクリティカルステップであるという点と、そのカテゴリ理解を醸成す

るためには知覚容易性の認識拡大が必要であるという点である。 

そして明らかとなった相違点は、知覚容易性の認識拡大のために発信する必要

がある市場参加者は財のジャンルごとに異なるという点と、財のジャンルによっ

てはカテゴリ理解とは別のクリティカルステップが存在するという点である。消
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費財はブランド選好性、デジタル財はカテゴリ意向もクリティカルステップとな

る。さらに、同じクリティカルステップであっても、財のジャンルによって必要

な対策が異なることが明らかとなった。例えば、カテゴリ理解のクリティカルス

テップに関しては、消費財は非代替性の認識拡大のための SNS による発信、デジ

タル財は社会浸透性の認識拡大のためのメディア/周囲の人による発信も追加で

必要となる。一方で耐久財については、他の市場参加者に頼る必要性は相対的に

低いことも明らかとなった。 

 

RQ④： 財のジャンルの違いよって、各市場参加者が果たすべき役割に違いがあ

るか。 

A： カテゴリ理解は、財のジャンルに関係なく共通してクリティカルステッ

プとなる。ところが、消費財とデジタル財については、カテゴリ理解と

は別のクリティカルステップも存在する。また、同じクリティカルステ

ップであっても、財のジャンルによってその対策が異なる。したがっ

て、財のジャンルによって各市場参加者が果たすべき役割は異なる。 

 
第 6 章．考察 

 

6.1.検証結果 

 

6.1.1.カテゴリ形成の知覚メカニズムを解明 

第 5 章の分析結果から、価値次元の性質の認識拡大がカテゴリ意識の醸成に、

市場参加者による発信が価値次元の性質の認識拡大に、それぞれ作用することが

認められたため、カテゴリクリエーションにおける新カテゴリ形成の知覚メカニ

ズムに関する 2 つの要因仮説と構造（図 8）については条件付きで支持された。 

「カテゴリ意識の 4 要素の醸成に価値次元の性質の 3 要素の認識拡大は必要

か」という点については、消費財（の社会浸透性）を除く（全体を含む）全ての

財のジャンルにおいて価値次元の性質の 3 要素の認識拡大の必要性が認められた

ため、「例外がある」という条件は付くが支持されたと考えて良いだろう。 

「価値次元の性質の 3 要素の認識拡大に市場参加者の 5 要素による発信は必要

か」という点については、（全体を含む）全ての財のジャンルにおいて 5 要素全

てによる発信の必要性は認められなかったため一部棄却となる。ただし、5 要素

それぞれが少なくとも 1 つ以上の財のジャンルにおいて必要であることが認めら

れたため、5 要素の必要性そのものは否定することはできない。また、5 要素よ

る発信がカテゴリ意識の醸成に直接作用しているパスまで含めると、（全体を含

む）全ての財のジャンルにおいて必要であることが認められたため、カテゴリク

リエーションにおいて市場参加者の 5 要素は必要であると言える。 

さらに、（全体を含む）全ての財のジャンルにおいて、生産者企業による発信は

カテゴリ理解の醸成に最も作用する知覚容易性の認識拡大に作用することは認め

られなかった。そして、その知覚容易性には他の市場参加者による発信が作用す
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ることが認められた。これらの結果から、カテゴリクリエーションにおいて生産

者企業が他の市場参加者と役割分担する必要性（クリティカルステップの存在）

も明らかとなった。 

 

6.1.2.財のジャンルごとに異なる関係性を解明 

第 5 章の分析結果から、財のジャンルごとの特徴の違いも明らかとなった。消

費財の特徴としては、カテゴリ理解の醸成に非代替性の認識拡大が作用し、その

非代替性の認識拡大に SNS による発信が必要であることが認められた。消費財の

ような生活者がブランドの違いに関心を持ちにくい低関与商材の場合は、生産者

企業によって発信されるカテゴリが有する特長に関する情報よりも、SNS によっ

て発信されるそれによって享受できる価値に関する情報の方が、生活者にとって

（非代替性の）知識として獲得されやすいからであると推察する。 

耐久財の特徴としては、カテゴリ意向/ブランド選好性の醸成に非代替性の認識

拡大、ブランド代表性の醸成に社会浸透性の認識拡大、がそれぞれ作用し、非代

替性/社会浸透性の認識拡大に生産者企業による発信が有効であることが認めら

れた。耐久財のような生活者がブランドの違いに関心を持ちやすい高関与商材の

場合は、消費財と違って生産者企業によって発信されるカテゴリが有する特長に

関する情報が、生活者にとって（非代替性/社会浸透性の）知識として獲得され

やすいからであると推察する。 

デジタル財の特徴としては、カテゴリ理解/ブランド代表性の醸成に社会浸透性

の認識拡大が作用し、その社会浸透性の認識拡大にメディア/周囲の人による発

信が必要であることが認められた。デジタル財のようなニーズと結びついた（既

存品にはない）新たな機能が存在する代替品へと移行するサービスの場合は、メ

ディアでの露出や周囲の人による口コミ、そしてプラットフォームサービス特有

のネットワーク効果によって認知する情報が、生活者にとって（社会浸透性の）

知識として獲得されやすいからであると推察する。 

 

6.2.結論 

 

6.2.1.クリティカルステップを見極める 

本研究は、「競争優位な環境構築のために市場創造のダイナミクスを生産者企業

が意図する方向に働きかけることが可能なのか」といった問題意識からスタート

した。その結果、カテゴリクリエーションにおける新カテゴリ知覚に関し、生産

者企業による発信はカテゴリ意向/ブランド選好性/ブランド代表性に作用するこ

とが判明した。その一方でカテゴリ理解については、生産者企業では醸成が難し

いクリティカルステップとなることも明らかとなった。クリティカルステップ

は、カテゴリクリエーションの最初のステップであるカテゴリ理解に存在する

が、厄介なことに財のジャンルによっては他のステップにも存在する。 

ただ見方を変えると、クリティカルステップ以外のステップについては、生産

者企業による発信も一定の作用が期待できることから、カテゴリクリエーション
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の山場ともいえるクリティカルステップの場所を特定し、いかに要領良く突破す

るかがカテゴリクリエーションにおける成功の鍵であると言えるだろう。 

 
6.2.2.知覚容易性の認識拡大に対する生産者企業による発信の間接作用を追究す

る 

本研究を通じて、知覚容易性はカテゴリ理解の醸成に欠かせない価値次元の性

質であることが判明した。そして知覚容易性の認識拡大は、カテゴリ理解を含む

多くのカテゴリ意識の醸成にも作用することから、その必要性は非常に高いもの

の、生産者企業による発信ではそれに作用することは認められなかった。新次元

の価値を創造した当事者である生産者企業が、直接生活者に知覚させることは容

易ではないことを認めるべきかもしれない。ただし、これをもって知覚容易性の

認識拡大のために生産者企業による発信は必要ない、という結論にはできないと

筆者は理解している。 

本研究では、（生活者サーベイを通じて聴取した）生活者の意識に直接的に作用

した要素を用いて分析を行った結果、生産者企業による発信と知覚容易性の認識

拡大には有意な正の相関は認められなかったわけだが、実際問題としては、生産

者企業による発信が他の市場参加者による発信に作用し、それが知覚容易性の認

識拡大に間接的に作用している可能性までは否定できない。知覚容易性の認識拡

大に他の市場参加者による発信が必要なのは間違いないが、そこに生産者企業に

よる発信は作用しているのか、については今後の課題としなければならない、と

筆者は考える。 

 
6.2.3.様々な市場参加者と協調して、カテゴリが持つ幅広い価値次元の性質を啓

蒙する 

本研究を通じて、発信する市場参加者によって認識拡大に作用する価値次元の

性質に違いがあることが明らかとなった。そもそも市場参加者が発信するカテゴ

リに関する情報の内容が異なるのと、受信する生活者においても発信する市場参

加者によって情報を認識するプロトコルが異なることが背景にあると推察する。

また、財のジャンルによって差はあるものの、価値次元の性質は多くの場合、複

数の市場参加者による発信を通じて認識拡大されている。したがって、価値次元

の性質の 3 要素全ての認識を最大限に高めるためには、できるだけ多くの市場参

加者による発信が必要となる。したがって、競争優位な環境構築という観点に立

つと、クリティカルステップ以外のステップにおいても、他の市場参加者による

発信があるに越したことがない、ということになる。 

つまるところ、カテゴリクリエーションにおいては、やはり各ステップにおい

て様々な市場参加者の協力を得ながら、カテゴリが持つ幅広い価値次元の性質の

認識拡大を可能な限り複合的に行うことが理想ということになる。ただし、認識

拡大する価値次元の性質が偏らないことに注意が必要である。市場参加者によっ

て認識拡大が可能な価値次元の性質が異なるということは、生産者企業に対し

て、各市場参加者の特性を踏まえた上で価値次元の性質の 3 要素をもれなく認識
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拡大するための設計の必要性を呈している。この設計をきちんと行うことで、そ

の後のカテゴリクリエーションの展開や競争優位な環境構築は、確実に理想に近

づけることができると筆者は考える。 

 

カテゴリクリエーションにおける価値次元の性質の認識拡大の必要性と、その

認識拡大における市場参加者の役割分担の必要性が、価値次元の性質に着眼する

意義の大きさを物語っている。 

 
第 7 章．おわりに 

 

7.1.実務への示唆 

 

7.1.1.価値次元の性質を認識させるマーケティングの必要性 

本研究を通じて、カテゴリクリエーションにおける新カテゴリ知覚に関し、価

値次元の性質の 3 要素の認識拡大の必要性を明らかにすることができた。これは

生産者企業によって創造された新たな価値次元の特長に関して、「わかりやすく

知覚しやすい（知覚容易性）」「代替できる他のカテゴリが存在しない（非代替

性）」「流行や新常識として社会に浸透/定着している（社会浸透性）」といった認

識を生活者の意識の中に強く刷り込むことができればできるほど、カテゴリクリ

エーションにおける新カテゴリ知覚を高められる、つまり競争優位な環境構築の

実現可能性を高められることを意味する。したがって、カテゴリクリエーション

の実務においては、これらの価値次元の性質を生活者に認識させるマーケティン

グの必要性を示唆する。 

 

7.1.2.財のジャンルに合わせて最適設計する必要性 

本研究を通じて、財のジャンルによって認識拡大する必要がある価値次元の性

質と発信する必要がある市場参加者が異なることを解明した。これは財のジャン

ルによってカテゴリクリエーションのためのマーケティングのやり方が異なるこ

とを意味する。したがって、カテゴリクリエーションの実務においては、該当す

る財のジャンルにおける 3 要素グループの関係性を把握した上で、カテゴリ意識

の 4 要素の醸成のために認識拡大する必要がある価値次元の性質と発信する必要

がある市場参加者に関する設計を行う必要性を示唆する。 

 
7.1.3.他の市場参加者による発信の動機づけとなるマーケティングの必要性 

本研究を通じて、生産者企業による発信では醸成することが難しいクリティカ

ルステップの存在と、その対策として認識拡大する必要がある価値次元の性質と

発信する必要がある市場参加者を明らかにした（図 18、図 22）。また、カテゴリ

意識の 4 要素は段階的に醸成されるという前提に立つと、クリティカルステップ

となるカテゴリ意識が醸成されない限り、生産者企業が生活者に対してどれだけ

発信してもカテゴリクリエーションは進展しないと考えられる。したがって、カ
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テゴリクリエーションの実務においては、クリティカルステップに対する生産者

企業の対応力を高めるためにも、他の市場参加者による発信の動機づけとなるマ

ーケティングの必要性を示唆する。 

 

7.2.限界 

 

7.2.1.対話履歴を加味できていないことによる限界 

本研究では、回帰分析を用いて目的変数に作用する説明変数を明らかにするア

プローチを採用したが、市場参加者間の対話など関連する時系列データは取り扱

っていない。そのため考察において、過去の対話によって生活者が獲得した知識

や変化した概念体系の履歴までは加味されていない。また、ある市場参加者によ

る発信が他の市場参加者による発信に作用しているかどうか、についても然りで

ある。したがって、これらの対話履歴に起因するカテゴリ形成に与える影響を考

慮するという意味において限界がある。 

 

7.2.2.カテゴリ成長ステージが統一されていないことによる限界 

 本研究で取り上げた 9 カテゴリは、それぞれカテゴリが形成された時期が異な

るため、本研究のために実施した生活者サーベイは、カテゴリ形成後の成長ステ

ージのコンディションが統一されていない条件下で行われたことになる。したが

って、このコンディションの違いに起因するカテゴリ形成に関する生活者の意識

に誤差が生じる可能性は否定できず、分析対象の平等性という意味において限界

がある。 

 

7.3.今後の課題 
 
7.3.1.他の市場参加者による発信の動機づけメカニズムの解明 

7.1.3.にて、クリティカルステップに対する生産者企業による対応力を高める

ために、他の市場参加者による発信の動機づけとなるマーケティングの必要性を

示唆した。ところが、この動機づけとなるマーケティングを効果的に行うために

は、次に記載する、他の市場参加者による発信の動機づけメカニズムの解明が必

要であると筆者は考える。 

 

① カテゴリクリエーションに関する生産者企業による発信は、他の市場参加者

による発信に作用しているのか。 

② 作用している場合は、それはどの市場参加者に対して、どの要素が作用して

いるのか。そしてその要素が作用する背景にある市場参加者の動機は何か。

作用していない場合は、市場参加者による発信の動機そのものは何か。 

 

他の市場参加者による発信の動機づけメカニズムを解明することができれば、

クリティカルステップに対する生産者企業の対応力が飛躍的に向上し、カテゴリ
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クリエーションという戦略の有効性をより一層高められる。そして、変革的イノ

ベーションに該当するブランドを開発する全ての生産者企業がその恩恵に与ると

考えられ、その意義は非常に大きい。 
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